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問１ 

ア～エを比較して，著作権法上の職務著作の成立要件として，最も不適切と考えられるものは

どれか。なお，著作物はプログラムに係るものではないものとする。 
 
ア 法人等の業務に従事する者が職務上作成すること 
イ 契約や就業規則に予め職務著作の対価に関する規定を定めておくこと 
ウ 公表する場合に法人等の著作名義で公表されるものであること 
エ 著作物の作成時における契約等に別段の定めがないこと 
 
問２ 

ア～エを比較して，特許出願の分割，出願の変更に関して，最も不適切と考えられるものはど

れか。 
 
ア 特許出願人は，二以上の発明を包含する特許出願の一部を一又は二以上の新たな特許出願と

することができる。 
イ 特許出願人が，特許法第４４条（特許出願の分割）第１項に基づいて，出願をした場合には，

新たな特許出願は，もとの特許出願の時にしたものとみなされる。 
ウ 実用新案登録出願人は，実用新案登録出願を特許出願に，いつでも，変更することができる。 
エ 実用新案登録出願人が，特許法第４６条（出願の変更）第１項に基づいて，実用新案登録出

願を特許出願に変更した場合には，もとの出願は，取り下げたものとみなされる。 
 
 

（はじめに） 

すべての問題文の条件設定において，特に断りのない限り，他に特殊な事情がないものとし

ます。また，各問題の選択枝における条件設定は独立したものと考え，同一問題内における他

の選択枝には影響しないものとします。 

特に日時の指定のない限り，2026年１月１日現在で施行されている法律等に基づいて解答し

なさい。 

解答は，選択枝ア～エの中から１つ選びなさい。 
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問３ 

ア～エを比較して，自社で開発中の技術が他社の特許権の権利範囲に含まれることを発見した

場合の考え方として，最も適切と考えられるものはどれか。 
 
ア 他社から特許権侵害訴訟を提起された場合には，特許無効審判を請求していることを条件と

して，いわゆる特許無効の抗弁をすることができる。 
イ 特許権者に対してライセンス交渉を求めたが不調に終わった場合には，事業化を断念するこ

とも選択枝の１つである。 
ウ 自社で開発中の技術が他社の特許権の権利範囲に含まれることを発見しただけでは，特許庁

に判定の請求をすることはできない。 
エ 特許を取り消すことができると思われる先行文献を発見した場合には，特許異議の申立てに

よって設定登録後いつでも特許権を消滅させることができる。 
 
問４ 

ア～エを比較して，職務発明に関して，最も適切と考えられるものはどれか。 
 
ア 職務発明について，その発明をした従業者が特許を受けた場合，使用者は法定通常実施権を

取得する。 
イ 法人の役員は従業者ではないので，当該役員のなした発明は，職務発明とはならない。 
ウ 発明すること自体が職務に含まれていなければ，職務発明に該当しない。 
エ 職務発明に該当するためには，会社の定款に記載された業務範囲に属する発明であることが

必要である。 
 
問５ 

ア～エを比較して，商標権に係る使用権に関して，最も不適切と考えられるものはどれか。 
 
ア 商標権者であっても，専用使用権を設定したときは，その範囲内で登録商標を使用すること

はできない。 
イ 専用使用権者は，自己の専用使用権を侵害するおそれがある者に対し，その侵害の停止を請

求することができる。 
ウ 専用使用権者は，商標権の存続期間の更新登録の申請をすることができる。 
エ 商標権者は，指定商品に類似する商品について，通常使用権を他人に許諾できない。 
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問６ 

ア～エを比較して，不正競争防止法第２条第１項第２号（著名表示冒用行為）に関して，最も

不適切と考えられるものはどれか。 
 
ア 本号で保護される商品等表示として，権利が消滅した意匠であっても，保護の対象となる場

合がある。 
イ 本号に該当する行為が，普通名称を普通に用いられる方法で使用した行為であっても，差止

めや損害賠償請求の対象となる。 
ウ 本号に該当する行為が，他人の商品等表示が著名になる前からそれと同一又は類似の商品等

表示を使用した行為であれば，差止めや損害賠償請求の対象とはならない場合がある。 
エ 本号で保護される商品等表示は，市場で混同が生じていなくても，使用しただけで違法とな

る。 
 
問７ 

ア～エを比較して，著作隣接権制度に関して，最も適切と考えられるものはどれか。 
 
ア 実演家とレコード製作者は，商業用レコードを用いた放送又は有線放送を行った場合の二次

使用料を受ける権利を有する。 
イ レコード製作者とは，レコードを発行した者をいう。 
ウ 実演家は公表権を有するため，その実演を無断で公表された場合，公表を差し止めることが

できる。 
エ 放送事業者は，複製権は有しないが，送信可能化権は有する。 
 
問８ 

ア～エを比較して，契約に関して，最も不適切と考えられるものはどれか。 
 
ア 売買契約の当事者が相手方と通じて真意ではなく売買契約をしたとしても，善意の第三者に

対して売買契約が無効であると主張できない。 
イ 意思表示に錯誤があった場合，その錯誤が法律行為の目的及び取引上の社会通念に照らして

重要なものであるときは，その意思表示を取り消すことができる。 
ウ 契約不適合責任は，民法上定められた規定であるので，当事者間の契約によって，排除する

ことはできない。 
エ 契約は申込みと承諾の意思表示が合致した時に成立するので，口頭による契約であっても無

効とはならない。 
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問９ 

ア～エを比較して，種苗法に関して，最も適切と考えられるものはどれか。 
 
ア 育成者権の存続期間は登録の日から１０年間であるが，申請により存続期間を更新すること

ができる。 
イ 育成者権者により登録品種の種苗が譲渡された場合には，その種苗を用いていかなる地域で

収穫物が生産されたとしても，育成者権の効力は及ばない。 
ウ 品種登録を受けるためには，均一性，安定性，区別性及び未譲渡性の要件を満たすことが必

要である。 
エ 育成者権の効力は，農業者が登録品種に係る収穫物の一部を次の作付けの種苗として使用す

る行為に対して及ばない。 
 
問１０ 

ア～エを比較して，パリ条約に関して，最も不適切と考えられるものはどれか。 
 
ア 同盟国の国民は，内国民に課される条件及び手続に従う限り，内国民と同一の保護を受け，

かつ，自己の権利の侵害に対し内国民と同一の法律上の救済を与えられる。 
イ 司法上及び行政上の手続並びに裁判管轄権については，各同盟国の法令の定めるところによ

る。 
ウ 同盟国の国民が工業所有権を享有するためには，保護が請求される国に住所又は営業所を有

することが条件とされる。 
エ 各同盟国の国民は，工業所有権の保護に関し，この条約で特に定める権利を害されることな

く，他のすべての同盟国において，当該他の同盟国の法令が内国民に対し現在与えており又

は将来与えることがある利益を享受する。 
 
問１１ 

ア～エを比較して，地理的表示法に関して，最も適切と考えられるものはどれか。 
 
ア 地理的表示の登録を受けるためには，申請書を特許庁長官に提出しなければならない。 
イ 地理的表示は，地域団体商標と同様に，役務に対しても登録することができる。 
ウ 地理的表示は，法人格がない団体でも登録申請をすることができる。 
エ 地理的表示が侵害された場合には，登録者は裁判所に差止めを請求することができる。 
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問１２ 

ア～エを比較して，国内優先権の主張を伴う特許出願に関して，最も適切と考えられるものは

どれか。 
 
ア 国内優先権の主張を伴う特許出願は，先の出願の日から１年４カ月以内にしなければならな

い。 
イ 国内優先権の主張を伴う特許出願に係る特許権の存続期間は，先の出願の日から２０年を

もって終了する。 
ウ 国内優先権の主張を伴う特許出願は，先の出願の日から１年６カ月を経過したときに出願公

開される。 
エ 国内優先権の主張を伴う特許出願についての出願審査の請求は，後の出願と同時にする必要

がある。 
 
問１３ 

ア～エを比較して，意匠法に規定される法目的に関して，最も適切と考えられるものはどれか。 
 
ア 経済及び産業の発展に資すること 
イ 文化の発展に寄与すること 
ウ 産業の発達に寄与すること 
エ 需要者の利益を保護すること 
 
問１４ 

ア～エを比較して，著作権法上の保護の対象となる著作物として，最も不適切と考えられるも

のはどれか。 
 
ア 無言劇 
イ 建築 
ウ 講演 
エ プログラム言語 
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問１５ 

ア～エを比較して，特許請求の範囲又は発明の詳細な説明の記載要件に関して，最も不適切と

考えられるものはどれか。 
 
ア 特許請求の範囲は，請求項に区分して，各請求項毎に特許出願人が特許を受けようとする発

明を特定するために必要と認める事項のすべてを記載したものであること 
イ 発明の詳細な説明の記載は，その発明の属する技術分野における通常の知識を有する者がそ

の実施をすることができる程度に明確かつ十分に記載したものであること 
ウ 特許請求の範囲の記載において，一の請求項に係る発明と他の請求項に係る発明とが同一で

ないこと 
エ 特許請求の範囲の記載において，特許を受けようとする発明が明確であること 
 
問１６ 

ア～エを比較して，商標登録出願に係る商標に関して，最も不適切と考えられるものはどれか。

なお，商標法第３条第２項（使用による特別顕著性）の適用は考えないものとする。 
 
ア 商標登録出願に係る商標が，日本国内において，政府等以外の者が開設する博覧会の賞と同

一の商標に該当する場合には，当該博覧会が特許庁長官により指定されている場合に限り，

そのことを理由として商標登録を受けることができない。 
イ 商標登録出願に係る商標が，需要者が何人かの業務に係る商品であることを認識することが

できない商標に該当する場合には，そのことを理由として商標登録を受けることができない。 
ウ 商標登録出願に係る商標が，ありふれた氏を普通に用いられる方法で表示する標章のみから

なる商標に該当する場合には，そのことを理由として商標登録を受けることができない。 
エ 商標登録出願に係る商標が，商品等の品質等の誤認を生じるおそれがある商標に該当する場

合には，そのことを理由として商標登録を受けることができない。 
 
問１７ 

ア～エを比較して，出版権に関して，最も適切と考えられるものはどれか。 
 
ア 出版権の設定は，文化庁に登録しなければ効力を生じない。 
イ 出版権は，出版権に係る著作物を最後に出版した後３年を経過するまでの間，存続する。 
ウ 出版権を設定することができるのは，著作物の複製権又は公衆送信権を有する者である。 
エ 著作物の複製権を有する者は，出版権を設定した範囲内であっても，自由に当該著作物の複

製を行うことができる。 
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問１８ 

ア～エを比較して，特許権等の権利行使に関して，最も適切と考えられるものはどれか。 
 
ア 専用実施権者は，特許発明を実施している者に対して，特許権者と共同でなくても，単独で

専用実施権の侵害行為の停止を求めることができる。 
イ 特許権者は，特許発明を実施している者に対して，警告をした後でなければ，差止請求権を

行使することはできない。 
ウ 特許権者は，侵害者が特許権侵害により，法律上の原因なく利益を得たことにより損害が生

じた場合には，侵害者が得たすべての利益の返還を請求することができる。 
エ 特許権者は，特許発明を実施している者に対して，差止請求をしなければ，損害賠償請求権

を行使することができない。 
 
問１９ 

ア～エを比較して，商標登録出願の拒絶理由通知に対する対応に関して，最も不適切と考えら

れるものはどれか。 
 
ア 拒絶理由に係る指定商品等を指定した分割出願を行う。 
イ 出願に係る商標を類似する商標に補正する手続補正書を提出する。 
ウ 拒絶理由に係る指定商品等を削除する手続補正書を提出する。 
エ 審査官の見解に対する反論を記載した意見書を提出する。 
 
問２０ 

ア～エを比較して，特許協力条約（ＰＣＴ）に基づく国際出願に関して，最も適切と考えられ

るものはどれか。 
 
ア 国際出願をする場合には，日本語で出願をすることができる。 
イ 国際出願後に国際予備審査を請求した後には，請求の範囲についてのみ補正をすることがで

きる。 
ウ 国際出願後に国際調査が行われ，国際調査見解書において特許性があるとされた場合には，

指定国において方式審査のみが行われ，特許性の審査が行われずに特許権が発生する。 
エ 国際出願をした場合には，その後，権利取得を目的とする指定国において所定の国内移行手

続を，優先日から３年以内にする必要がある。 
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問２１ 

ア～エを比較して，著作権に関して，最も不適切と考えられるものはどれか。 
 
ア 共同著作物の著作権については，各共有者は，他の共有者の同意を得なければ，その持分を

質権の目的とすることができない。 
イ 著作権の譲渡を第三者に対抗するためには，登録が必要である。 
ウ 著作権者から著作物の利用許諾を得た者は，著作権者の承諾を得なくとも，その著作物を利

用する権利を第三者に譲渡することができる。 
エ 著作権は，その全部又は一部を譲渡することができる。 
 
問２２ 

ア～エを比較して，特許出願の願書に添付した明細書，特許請求の範囲又は図面の補正に関し

て，最も不適切と考えられるものはどれか。 
 
ア 最後の拒絶理由通知を受けた場合には，当該拒絶理由通知を受けた時の明細書，特許請求の

範囲又は図面に記載した事項の範囲内に限り明細書の補正をすることができる。 
イ 最初の拒絶理由通知を受けた後に特許請求の範囲について補正をする場合には，補正前の特

許請求の範囲に記載される事項により特定される発明と，補正後の特許請求の範囲に記載さ

れる事項により特定される発明とが，発明の単一性の要件を満たす一群の発明に該当するも

のとなるようにしなければならない。 
ウ 補正が認められると，補正をした内容は出願時に遡って効力を生じる。 
エ 最後の拒絶理由通知を受けた場合には，特許請求の範囲に関して請求項の削除や誤記の訂正

を目的とした補正をすることができる。 
 
問２３ 

ア～エを比較して，関連意匠又は動的意匠に関して，最も適切と考えられるものはどれか。 
 
ア 関連意匠にのみ類似する意匠については，意匠登録を受けることはできない。 
イ 動的意匠には，物品の形状，模様又は色彩がその物品の有する機能に基づいて変化する意匠

が含まれる。 
ウ 動的意匠については，願書に添付する図面に代わり，ひな形又は見本を提出しなければなら

ない。 
エ 関連意匠については，本意匠に係る意匠登録出願の日から３年以内に出願しなければならな

い。 
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問２４ 

ア～エを比較して，著作権に関して，最も不適切と考えられるものはどれか。 
 
ア ベルヌ条約の加盟国では，著作物にⓒの記号，著作権者名，及び最初の発行年を表示するこ

とにより，その表示年に創作があったものと推定される。 
イ 映画の著作物の著作権は，その著作者が映画製作者に対し当該映画の著作物の製作に参加す

ることを約束しているときは，当該映画製作者に帰属する。 
ウ 著作権の譲渡契約において，翻訳権，翻案権等が譲渡の目的として特掲されていない場合は，

これらの権利は，譲渡した者に留保されたものと推定される。 
エ 映画の著作物の著作権は，その映画の著作物の公表後７０年を経過するまでの間，存続する。 
 
問２５ 

ア～エを比較して，特許権における先使用に基づく通常実施権に関して，最も不適切と考えら

れるものはどれか。 
 
ア 当該通常実施権は，特許権者の承諾を得なくても認められる。 
イ 当該通常実施権は，特許出願の際現にその発明の実施である事業を開始していなければ認め

られない。 
ウ 特許出願に係る発明の内容を知らないで自らその発明をした場合だけでなく，特許出願に係

る発明の内容を知らないでその発明をした者から知得した場合にも，当該通常実施権が認め

られることがある。 
エ 特許を受けた発明の完成時よりも，後に発明を完成した場合であっても，特許出願に係る発

明の内容を知らないで自らその発明をした場合であれば，当該通常実施権が認められること

がある。 
 
問２６ 

ア～エを比較して，特許ライセンス契約に関して，独占禁止法における不公正な取引方法に該

当する可能性が低い行為として，最も適切と考えられるものはどれか。 
 
ア 特許ライセンス契約において，ライセンスを受けた者が改良発明をした場合に，その権利を

ライセンスした者に帰属させること 
イ 特許ライセンス契約において，許諾に係る製品の販売地域を制限すること 
ウ 特許ライセンス契約において，特許権の消滅後にその技術を使用することを制限すること 
エ 特許ライセンス契約終了後に，特許ライセンスを受けた者がライセンスした者の競合品を取

り扱うことを禁止すること 
 
 



 

２級 学科試験 11 

問２７ 

ア～エを比較して，特許料の納付に関して，最も適切と考えられるものはどれか。 
 
ア 特許権者以外の者は，特許料を納付することはできない。 
イ 設定登録を受けるための特許料が所定の期間内に納付されない場合，その特許出願は拒絶さ

れる。 
ウ 特許出願人の請求により，設定登録を受けるための特許料の特許査定の謄本の送達後の納付

期間は，延長される場合がある。 
エ 特許権者は，第４年以後の特許料について，一時に複数年分を納付することができない。 
 
問２８ 

ア～エを比較して，著作権に関して，最も適切と考えられるものはどれか。 
 
ア 私的使用目的で作成された著作物の複製物を，業務での使用目的で頒布することができる。 
イ 他人の著作物に依拠せず自ら独自に創作した著作物が，それより前に創作された他人の著作

物と偶然酷似したものである場合，その他人の著作権を侵害する場合がある。 
ウ 公正な慣行に合致し，正当な範囲内で行われるものであれば，公表されていない著作物で

あっても引用して利用することができる。 
エ 営利目的ではなく，聴衆又は観衆から料金を受けず，実演家に報酬が支払われない場合であ

れば，公表された著作物を著作権者の許諾を得ずに公に上演することができる。 
 
問２９ 

ア～エを比較して，ＩＰランドスケープに関して，最も適切と考えられるものはどれか。 
 
ア ＩＰランドスケープは，事業の根幹を担う研究開発戦略の立案に活用するため，知的財産に

関する情報を，研究開発部門と共有する業務である。 
イ アライアンス候補先企業の探索のために候補先企業に関する技術情報の分析を行うことは，

ＩＰランドスケープの業務に含まれる。 
ウ ＩＰランドスケープにおいて扱う情報は，特許情報には限定されないが，マーケット情報等

のいわゆるビジネス情報は含まれない。 
エ ＩＰランドスケープには，自社技術の新規用途を見つけるかたちでの新規事業の提案といっ

た業務は含まれない。 
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問３０ 

ア～エを比較して，特許権の設定登録前の特許出願に基づく警告を受けた者のとり得る措置と

して，最も不適切と考えられるものはどれか。 
 
ア 特許庁長官への情報提供 
イ 設定登録前の特許異議申立て 
ウ 自社製品の設計変更 
エ 仮通常実施権の許諾の申入れ 
 
問３１ 

ア～エを比較して，商標法に規定する登録異議の申立て又は審判に関して，最も不適切と考え

られるものはどれか。 
 
ア 不使用取消審判の請求前３カ月からその審判の請求の登録の日までの間に，日本国内におい

て商標権者がその請求に係る指定商品についての登録商標の使用をした場合であって，当該

登録商標の使用がその審判の請求がされることを知った後である場合には，商標登録は取り

消されることがある。 
イ 商標掲載公報の発行日から２カ月経過後であっても，利害関係人であれば登録異議の申立て

をすることができる。 
ウ 商標登録が商標法第３条第１項第１号（普通名称）の規定に違反してされたとき，商標権の

設定登録の日から３年を経過した場合であっても，商標登録の無効審判を請求することがで

きる場合がある。 
エ 不使用取消審判において，請求に係る指定商品と類似する役務についてのみ商標権者が登録

商標を使用していても，商標登録は取り消されることがある。 
 
問３２ 

ア～エを比較して，特許要件に関して，最も適切と考えられるものはどれか。 
 
ア 特許出願に係る発明が，当該特許出願後，当該特許出願が公開される前に日本国内において，

公然実施をされた発明と同一の場合には，特許を受けることができない。 
イ 特許出願前にその発明の属する技術の分野における通常の知識を有する者が，公知技術に基

づいて容易に発明をすることができたときは，その発明については，特許を受けることがで

きない。 
ウ 同一の発明について異なった日に二以上の特許出願があったときは，最先の発明者のみがそ

の発明について特許を受けることができる。 
エ 明細書の発明の詳細な説明の記載要件に関しては，特許異議の申立ての理由とすることがで

きない。 
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問３３ 

ア～エを比較して，著作権等の侵害又は行使に関して，最も不適切と考えられるものはどれか。 
 
ア 譲渡権者の許諾を得て公衆に譲渡された著作物の原作品又は複製物を公衆に再譲渡する場合，

譲渡権の効力は及ばない。 
イ 著作権を侵害している者だけでなく，侵害するおそれがある者に対しても差止請求権を行使

することができる。 
ウ 過失により他人の著作権を侵害した者に対しては，刑事罰として拘禁刑又は罰金が科せられ

る。 
エ 国内で頒布する目的で，輸入の時において国内で作成したとしたならば著作者人格権の侵害

となるべき行為によって作成された物を輸入する行為は，著作者人格権を侵害する行為とみ

なされる。 
 
問３４ 

ア～エを比較して，関税法における模倣品の水際取締りに関して，最も適切と考えられるもの

はどれか。 
 
ア 育成者権を侵害する物品は，輸入してはならない貨物の対象とはならない。 
イ 他人の商品の形態を模倣した商品は，輸入してはならない貨物の対象とはならない。 
ウ 税関長は，輸入されようとする貨物が，知的財産侵害物品に該当すると認定した場合，裁判

所の判決によらず，その貨物を没収して廃棄することができる。 
エ 特許権者は，認定手続がとられたときは，税関長に対し，特許庁長官の意見を聴くことを求

めることができる。この求めがあった場合，税関長は，政令で定めるところにより特許庁長

官に対し意見を求めなければならない。 
 
問３５ 

ア～エを比較して，契約に関して，最も適切と考えられるものはどれか。 
 
ア 特許権譲渡契約において，譲受人が譲渡対価を支払うまでは，譲渡人である特許権者は，譲

渡対価の支払の履行期限にかかわらず譲渡に係る債務の履行を拒むことができる。 
イ 契約関係にある当事者間において相手方の行為により損害を被ったとしても，契約書に規定

のない事項による場合は，損害賠償請求をすることができない。 
ウ 契約の内容につき債務不履行があったとしても，相手方はこれを理由に解除できない場合が

ある。 
エ 売買契約の目的物として特定した物が買主の納品先に運送中に天災により双方当事者の責任

なく滅失した場合，買主は代金の支払を拒むことができない。 
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問３６ 

ア～エを比較して，特許無効審判に関して，最も不適切と考えられるものはどれか。 
 
ア 特許無効審判は，複数の者により共同して請求される場合がある。 
イ 特許無効審判は，特許権の消滅後においても，請求される場合がある。 
ウ 特許無効審判は，利害関係人以外により請求される場合はない。 
エ 特許無効審判の審決に対する訴えは，東京地方裁判所に提起する。 
 
問３７ 

ア～エを比較して，著作権，著作物に関して，最も不適切と考えられるものはどれか。 
 
ア 素材が著作物である編集著作物を複製する場合，素材である著作物と編集著作物の著作権者

全員から許諾を得ることが必要になる場合がある。 
イ 著作権の享有には，いかなる方式の履行をも要しない。 
ウ ベルヌ条約には，内国民待遇の原則が規定されている。 
エ 日本国民の著作物であっても，ベルヌ条約未加盟国において最初に発行された著作物は，日

本の著作権法の保護対象とはならない。 
 
問３８ 

ア～エを比較して，弁理士法に関して，最も適切と考えられるものはどれか。 
 
ア 弁理士は，特許無効審判の請求に関して相談を受け，助言を与えた後であっても，当該特許

無効審判について相手方である特許権者の代理人となることができる。 
イ 弁理士は，補佐人としての業務を行うことはできない。 
ウ 意匠権の設定のための登録料の納付手続は，弁理士以外の者が業務として行うことができな

い。 
エ 特許権の侵害訴訟において，弁理士は単独で代理することができない。 
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問３９ 

ア～エを比較して，特許出願人が特許出願前に行う先行技術調査等に関して，最も適切と考え

られるものはどれか。 
 
ア 日本での登録可能性を確認する目的においては，外国のみで知られ，日本では知られていな

い発明については，調査する必要はない。 
イ 先行技術調査では，他社の未公開特許出願も対象となる。 
ウ 先行技術となる公開特許公報が発見された場合，その特許請求の範囲に記載された発明のみ

を検討すればよい。 
エ 特許出願に係る発明に関連する文献公知発明を知っている場合には，当該文献公知発明に関

する情報を明細書に記載する必要がある。 
 
問４０ 

ア～エを比較して，著作者人格権に関して，最も適切と考えられるものはどれか。 
 
ア 職務著作に係る著作物の著作者人格権は，その著作物を作成した従業者ではなく法人が有す

る。 
イ 著作者人格権は相続の対象となる。 
ウ 著作者人格権を侵害された場合，著作者は侵害者に対して損害賠償を請求することができな

い。 
エ 著作物の創作を他者に委託した場合，業務委託契約に委託者を著作者とする定めがあれば，

委託者が著作者人格権を有する。 
 
 



【２級学科】
番号 正解
問１ イ
問２ ウ
問３ イ
問４ ア
問５ ウ
問６ イ
問７ ア
問８ ウ
問９ ウ
問１０ ウ
問１１ ウ
問１２ ウ
問１３ ウ
問１４ エ
問１５ ウ
問１６ ア
問１７ ウ
問１８ ア
問１９ イ
問２０ ア
問２１ ウ
問２２ ア
問２３ イ
問２４ ア
問２５ イ
問２６ イ
問２７ ウ
問２８ エ
問２９ イ
問３０ イ
問３１ イ
問３２ イ
問３３ ウ
問３４ ウ
問３５ ウ
問３６ エ
問３７ エ
問３８ エ
問３９ エ
問４０ ア




